
第５回国際データガバナンス検討会：エグセクティブサマリ

議論の
ポイント

国内における一体的なデータのエコシステムを形成していく諸政策の一環として「データガバナンスガイドライン（案）」を作成。
 データガバナンスガイドライン（案）は、特に企業の経営層に対して、データの適切な利活用と適切な防護の両面で信頼性の

あるデータの流通を促すという観点から、経営戦略策定の際に優先的に考慮していただきたい軸を整理。
 データ利活用の促進とともに、データを利活用するために適切な体制を整備することは、コーポレートガバナンスの観点から

も重要と言える。
 本検討会にて座長預かりとし、構成員意見を反映したのち公開に向けて調整することで一致。

【委員意見】ガイドラインの内容について
 「データマネジメント」や「データガバナンス」の定義が分かりにくい。本ガ

イドライン（案）では自社・自組織内のデータ管理と説明されているが、
「データマネジメントフレームワーク」ではデータの信頼性を確保する取組と
定義されている。既存の定義も踏まえた用語の整理が必要ではないか。

 「ガバナンス」の対象については、企業や国のほか、国際社会等のレベルがあ
る。国際社会に関連する文脈では「国際データガバナンス」、企業内のガバナ
ンスでは異なる用語を使ってはどうか。

 「データマチュリティ」の概念を先行して検討する英国等も参照しながら、
データマチュリティの引き上げの発想を各社に展開できると良い。

 「データマチュリティ」の定義について、詳細な説明があってもよい。
 「ステークホルダー」が具体的に何を指すのかという点を補足いただきたい。
 データ利活用や国際的なデータ連携と企業価値との関係について、より具体的

に書かれているとよい。
 データを利活用する主体に、データを利活用するメリットを理解してもらうこ

とが重要。
 CDOの一名称にこだわらず、それに同等する機能をどう既存の組織内に、各社

で展開をするかという点が重要。優先してやるべきことや相当する機能は何な
のかが、明示化されていくことが望ましい。

【事務局説明】 データガバナンス実装における4つの柱
 1つ目の柱「越境データの現実に即した業務プロセス」においては、自社や

法域をデータが越境する場合に必要な規制等を遵守するための望ましい対応
について記載。

 2つ目の柱「データセキュリティ」では、「情報システム単位」から「デー
タ」へ焦点を移し、データのライフサイクルを踏まえた、共有・連携先に対
するルール・技術・プロセスを組み合わせた対応について記載。

 3つ目の柱「データマチュリティ」では、企業がデータを使いこなし、最大
の企業パフォーマンスを出しているかを占める総合的な能力。マチュリティ
レベル向上のためには、データの視点から、企業内の様々な部署が密に連携
していくことが必要になること等を記載。

 4つ目の柱「AIなどの先端技術の活用に関する行動指針」に関しては、企業
がデータを使いこなし、最大の企業パフォーマンスを出しているかを示す総
合的な能力であり、データの視点から、企業内の様々な部署が密に連携して
いくことが必要となること等を記載。

【委員意見】ガイドラインの意義、位置づけについて
 「データガバナンスガイドライン」は、DX銘柄の選定等に向けた企業内での

データ利活用やデータによる価値創出を進める際の拠り所として有効である。
 経済産業省の「デジタルガバナンス・コード」やIPAのData Spaces 

Academyの読本等、関連する文書間の位置づけを明確化するとよい。
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